





統計改革推進会議「最終とりまとめ」（平成 29 年 5 月） 1において、GDP 統計を軸にした経済統
計の改善策の一環として「GDP 統計の基盤となる産業連関表の供給・使用表（SUT）体系への移
行」が提唱され、SUT 体系に移行するための基盤の 1 つとして我が国においても生産物分類を整
備することとなった。現在は、総務省における生産物分類策定研究会において検討が行われてお














似したものを統合する場合、図 1 右側のように「いす」と「テーブル」という 2 つの部門を考えることが
できる。これは市場志向（market-oriented）あるいは需要ベースの分類概念と呼ばれるものである。
NAPCS については、「サービスと財に関する包括的な需要／市場志向型の分類体系である」と
明示されており 2、図 1 でいえば右側の需要ベースの概念に基づく体系となっている。この点は
NAPCS の重要な特性の 1 つである。ただし全ての生産物分類が必ずしも需要ベースに基づくわけ
ではなく、例えば欧州の生産物分類である Statistical classification of products by activity (CPA)
は、産業起源／供給ベースの体系であるとされている 3。
                                                  
1 統計改革推進会議ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/toukeikaikaku/、最終アクセス日：
2018 年 11 月 26 日） 
2 アメリカセンサス局 NAPCS ホームページ（https://www.census.gov/eos/www/napcs/index.html、最
終アクセス日：2018 年 11 月 26 日） 
3 CPA によって規定される各生産物は、欧州の産業分類である Statistical classification of economic 
activities in the European Community (NACE)における 1 つの産業分類に付随するものとされており、








ためには、北米産業分類体系 North American Industrial Classification System (NAICS)における
分類概念と比較する必要がある。NAICS のマニュアル 4によれば、NAICS では一貫して生産指向
型（production-oriented）の概念が導入されており、NAICS と NAPCS は異なる概念のもとで完全に
独立した体系として構築されている。図 2 は、通信に関連する NAICS 産業と NAPCS 生産物の関
係を例示したものである。
 
図 2. NAPCS と NAICS の対応関係
                                                  
4 North American Industry Classification System, United States, 2017
（https://www.census.gov/eos/www/naics/2017NAICS/2017_NAICS_Manual.pdf、最終アクセス日：
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図 3. CPA と NACE の対応関係








61.20.1 Mobile telecommunications services and private network 









61.20.2 Carrier services for wireless telecommunications
61.20.3 Data transmission services over wireless 
telecommunications networks
61.20.4 Wireless Internet telecommunications services
…
61.20.5 Home programme distribution services over wireless 
networks
61.10.1 Data and message transmitting services
61.10.2 Carrier services for wired telecommunications
61.10.3 Data transmission services over wired telecommunications 
networks
61.10.4 Wired Internet telecommunications services














NAPCS の体系は 6 つのレベルを持つ階層構造から成り立っており、NAPCS2017 では粗い分
類から順に 24 の section、61 の subsection、172 の division、276 の group、497 の subgroup、1,167
の trilateral products が設定されている。
表 1. NAPCS 2017 section リスト
出典：総務省政策統括官（統計基準担当）(2017)より、一部改訂。
表 1 は、section の名称を示したものである。前半のコード 11 から 47 までは、主に個人（家計）
                                                  
5 日本標準商品分類は存在するが、サービスを含まず、平成 2 年 6 月以降改定もなされていない。
6 「日本標準産業分類一般原則」（http://www.soumu.go.jp/main_content/000286955.pdf、最終アクセス日：2018








需要先に応じて section が区分されていることがわかる。また section の 1 つには「レジャー、長距離










表 2. NAPCS 2017 section 31 の内訳
※総務省政策統括官（統計基準担当）(2017)より、一部改訂。
ただし、今回の生産物分類構築の契機ともなった「SUT における部門」という観点から生産物を
考えた場合 7、需要／市場指向の階層構造に従って統合された部門をそのまま SUT の生産物部
門として適用できるのかどうかという点については更なる議論が必要である。むしろ CPA のように産
業分類の各部門に付随して生産物を規定する構造が利点を持つ可能性もある。実際に公表され
ているアメリカの 2012 年 SUT（405 部門表）では、ほぼ全ての生産物 8と産業に同一名称・コードが
振られ、NAICS との対応関係も明示されている。階層構造をどのような概念で構築すべきか、とい
う点は日本の生産物分類にとって今後の重要な検討課題の 1 つである 9。
  
                                                  
7 前出の統計改革推進会議「最終とりまとめ」では、GDP 統計の精度向上を目的として SUT 体系を導入すること
が提言されており、それに伴って生産物分類体系の構築が進められることとなった。
8 そもそもアメリカの SUT の部門については、生産物を意味する product ではなく、実際には commodities と表記
されている。（https://www.bea.gov/industry/input-output-accounts-data、最終アクセス日：2018 年 11 月 26 日）
9 階層構造は、唯一のものである必要はなく、最も詳細な生産物部門は共通としながら、CPA 型の産業起源の階










アメリカの経済センサスは、西暦年の末尾が 2 および 7の年に実施される事業所・企業に関する
調査である。農林水産業・公務を除くほぼ全ての産業を対象としており、調査結果は GDP 推計や
SUT 作成時の基礎データとして使用されている。この点は、日本における経済センサス-活動調査
の結果が GDP や産業連関表の推計に用いられている点と類似している。2017 年のアメリカ経済セ
ンサス調査では、約 800 種類に上る産業部門別調査票を用いてオンライン調査が実施された 10。
調査票には、産業の種類ごとに異なる生産物の名称がプレプリントされており、詳細な生産物ごと
に売上額等を調査している。
表 3. NAPCS 導入前後の調査票比較
※M urphy (2005)より作成。
表 3 は、NAPCS 導入前の 1997 年経済センサスにおける市中銀行業の調査票と、NAPCS 導
入後の 2002 年経済センサスにおける市中銀行および証券業の調査票を比較したものである。銀
行業調査票についていえば、調査票のページ数が 3 ページから 16 ページに増大し、収入に関す
る調査項目も 1997 年調査の 35 種類から 2002 年調査では 168 種類まで急増している。この 168











                                                  
10 2012 年までは郵送とオンライン調査が併用されていた 
比較項目 1997年銀行 2002年銀行 2002年証券
調査票ページ数 3ページ 16ページ 14ページ
NAPCSの適用 なし あり あり














に比較できる点は、産業分類と完全に独立な体系として構築された NAPCS のメリットの 1 つであ
る。
ここで取り上げた事例は、一部のサービス業に関して NAPCS が初めて導入された 2002 年の試
験調査についてであるが、最新の 2017 年経済センサスでは全産業にわたって NAPCS が導入さ
れた。2017 年調査は全面的なオンライン調査として実施されており、銀行業と証券業のように明ら
かに関連性があると思われるケースだけでなく、全ての産業が全ての詳細な生産物別の売上額等
を回答できるようなシステムが提供されている。表 4 は、2017 年経済センサスにおける、NAPCS の
実際の適用事例を示したものである 11。
表 4. NAPCS の 2017 年経済センサスへの適用
まず、上段にある「31701010101 旅行者用の部屋・ユニット式宿泊施設」は、NAPCS2017 の
trilateral products の 1 つである。一方下段の表には、実際にアメリカ経済センサスに適用された生
産物が示されている。この表からもわかるように、アメリカ経済センサスでは NAPCS が直接的に用
いられているわけではない。下段の表 1 行目の「7003825000 旅行者用の部屋・ユニット式宿泊施
設」は Broad line と呼ばれており、経済センサス調査では、全産業に対して Broad line 生産物の調
査が実施される。これに対して 2 行目以降の品目は、Broad line 生産物を更に細分化した詳細品
目を表しており、Detail line と名付けられている。Detail line 生産物に従う調査は、主たる生産物の
1 つとして当該生産物を生産する産業においてのみ調査される。表 4 のケースでいえば、宿泊業
において、2 行目以降の Detail line 生産物に関する調査が実施されることになる。表 4 では、上段
の NAPCS trilateral products と Broad line がたまたま一致しているが、一致しているケースは Broad 
line 全体の 20%程度であり、それ以外の生産物については、NAPCS trilateral products よりも更に
細かい生産物が Broad line として設定されている。主たる生産物以外の生産物の産出を幅広く把
                                                  
11 表 4 を含む経済センサスへの NAPCS の利活用に関する記述の多くは、2018 年 3 月 8 日・9 日に実
施された「EU 及び米国の生産物分類に関する国際ワークショップ」における、Fay Dorsett 氏（U.S. 
Census Bureau, Classification Development Branch Chief）の発表およびアメリカセンサス局ホームペ
ージ（https://www.census.gov/programs-surveys/economic-census.html、最終アクセス日：2018 年 11
月 26 日）に基づいている。 
NAPCS trilateral products
31701010101 旅行者用の部屋・ユニット式宿泊施設
2017 NAPCS Based Collection Code




















3.2 GDP 推計での利用 
二次統計である GDP 推計への活用という点でいえば、生産物分類の大きなメリットの 1 つは、
各生産物の需要先を特定化できる点である。表 5 は、NAPCS2017 における法務関連サービスの
一部を示している。





















































本稿では、「分類概念」「階層構造」「統計における利活用」という 3 つの側面から NAPCS の実
態を明らかにするとともに、生産物分類の必要性や日本における課題について考察してきた。生
産物分類導入のメリットとしては、以下のような点をあげることができる。まず単純に、詳細な生産物






                                                  
12 生産物分類策定研究会第 5 回会議資料より。
（ http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/product_classification/02toukatsu01_04000233.html 、

















である。2017 NAPCS は、2012 Harmonized System (HS)、2010 Extended Balance of Payments 
Services classification (EBOPS) と 接 続 さ れ て お り 、 HS を 経 由 す れ ば Central Product 
Classification (CPC)とも接続可能であるという。日本の生産物分類の検討段階においては、こうい
った他の分類との整合性についてはあまり考慮されておらず、その点は今後検討する必要がある。
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